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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、自己変革をうながす一連のスキルである自己成長主導性が、どのよ
うな要因によって決定され、また、どのような要因に影響を与えるかを明らかにすることにある。複数組織を対
象とした質問紙調査データを分析した結果、自己成長主導性は、学習志向および目標明確性によって促進されて
いること、および、自己成長主導性はジョブ・クラフティング、心理的エンパワーメント、アンラーニング、ワ
ーク・エンゲージメントを高めることが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to investigate the antecedents and consequences
 of personal growth initiative, i.e., a set of self-change skills. Using a series of questionnaire 
surveys, the results of statistical analyses indicate that personal growth initiative was promoted 
by learning goal orientation and goal clarity, and that personal growth initiative enhanced job 
crafting, psychological empowerment, unlearning, and work engagement.

研究分野： 経営組織論

キーワード： 自己成長主導性　学習志向　目標明確性　ジョブクラフティング　心理的エンパワーメント　ワークエ
ンゲージメント
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研究成果の学術的意義や社会的意義
自己変革スキルとしての自己成長主導性は、個人が環境に適応する上で欠かせない能力である。この概念は、主
に、臨床心理学やカウンセリング心理学において検討されてきが、組織的状況における研究は限られている。本
研究は、組織的な文脈において、自己成長主導性の決定要因および結果要因を解明した点に学術的な意義がある
と考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
自己成長主導性は、自己変革・自己改善のためのスキルであり、主にカウンセリング心理学や

キャリア論の一部において研究されてきた(Robitschek et al.,2012; Shigemoto et al.,2017)。こ
の概念は、組織メンバーの環境適応、学習、業績を向上させる上で重要な働きをすると考えられ
るが、組織行動論においては十分に研究されてこなかった。 
 
２．研究の目的 
本研究課題「組織メンバーの自己成長主導性メカニズムに関する実証研究」は、組織で働 

くメンバーが持つ自己成長主導性(personal growth initiative)の先行要因・結果要因を明らか 
にすることを目的としている。そこで本研究は、自己成長主導性をチーム学習の枠組みの中に取
り込み、その先行要因・結果要因を定量的に検討する。 
 
３．研究の方法 
 以下、3つの質問紙調査を実施した。 
(1)日本における某急性期病院看護部の看護師に対して時系列・質問紙調査を実施した(n=365)。 
(2)米国における多様な組織に勤務する従業員に対して時系列・質問紙調査を実施した(n=320)。 
(3)日本における 6 つの医療機関における医療従事者に対して時系列・質問紙調査を実施した
(n=204)。 
 
４．研究成果 
 上記の質問紙調査データを統計的に分析した結果、以下のような結果が得られた。 
 
(1)共分散構造分析の結果、自己成長主導性は、学習志向によって促進され、結果的に心理的エ
ンパワーメントを高めていた。なお、挑戦的仕事は自己成長性に影響を与えていなかった。 

 
図１ 分析結果１ 

 
(2)共分散構造分析の結果、自己成長主導性は、3 タイプのジョブ・クラフティングを媒介して
心理的エンパワーメントを高めていた。 

 



図２ 分析結果２ 
(3)階層的重回帰分析の結果、自己成長主導性は、学習志向および目標明確性によって促進され
ていた。また、タスク多様性が高い場合には、目標明確性が自己成長主導性を高めるが、タスク
複雑性が高い場合には、目標明確性が自己成長主導性を低めていた。 
 

表１ 分析結果３ 
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